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公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を除く））
次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を
開始します。
平成 22年 12月 22日

支出負担行為担当官
近畿農政局長 塚本 和男

◎調達機関番号 018 ◎所在地番号 26

１ 業務概要
\ 品目分類番号 42

] 業務名 平成23年度加古川水系広域農業水
利施設総合管理事業ダム等基幹農業水利施設
管理業務（電子入札対象案件）

^ 業務内容 本業務は、国営加古川水系広域
農業水利施設総合管理事業において管理され
るダム５ヶ所、幹線水路約70›、揚水機場３ヶ
所、頭首工４ヶ所等の基幹農業水利施設、及
びこれらに付帯する警報局舎等の施設に係る
保守点検及び整備等の管理業務を実施するも
ので、業務の概要は点検整備、運転監視、保
安監視、緊急時対応である。

_ 履行期間 平成23年４月１日から平成24年
３月31日まで

` 本業務は、公募型競争入札方式に準じた方
式により、価格に加え、価格以外の要素も総
合的に評価して落札者を決定する総合評価落
札方式で実施するものである。

a 本業務は、説明書の交付、参加表明書の提
出、受領に関わる確認及び入札について原則
として電子入札システムで行う対象業務であ
る。ただし、電子入札システムによりがたい
者であって、紙入札方式（持参または郵送）
の承諾に関する承諾願を提出し承諾を得た者
は紙入札方式に変えることができる。

２ 指名されるために必要な要件
\ 入札参加者に要求される資格要件
{ 予算決算及び会計令第70条の規定に該当
しない者であること。なお、未成年者、被
保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。

| 予算決算及び会計令第71条の規定に該当
しない者であること。

} 近畿農政局における、測量・建設コンサ
ルタント等業務に係る一般又は指名競争参
加資格の認定を受けている者であること。

~ 近畿農政局長から、測量・建設コンサル
タント等業務に関し指名停止を受けている
期間中の者でないこと。

� 平成８年４月１日以降に、ダムの管理を
通年実施した業務と同種の業務実績を有す
る者であること。

� 配置予定管理技術者の資格要件は、次の
いずれかとする。
ア 河川法（昭和39年法律第167号）第50

条のダム管理主任技術者としての経験を
有する者
イ 業務説明書に示す期間以上の実務経験
を有する者

] 入札参加者を選定するための基準
{ 企業の経験及び能力 当該業務部門にお
ける技術者の存在、業務実績及び業務成績、
納品後における重大な設計ミスの発覚等に
よる瑕疵の有無、地域貢献活動への支援

| 技術職員の経験及び能力 担当予定管理
技術者の資格、業務実績及び業務成績、継
続教育に対する取り組み状況、表彰の経歴、
手持ち業務の状況

３ 入札手続等
\ 担当部局 〒602`8054 京都府京都市上京
区西洞院通り下長者町下ル丁子風呂町 近畿
農政局総務部会計課契約係 井門 太 電
話075`451`9161 内線2047

] 業務説明書の交付期間、場所及び方法 業
務説明書を電子入札システムにより交付す
る。交付期間は、平成22年12月22日から平成
23年３月22日まで（行政機関の休日を除く。）
の午前９時から午後５時まで。
ただし、書面による交付を希望する場合に
は、あらかじめその旨を以下の交付場所に申
し込みを行った上で、以下の場所にて交付す
る。
〒602`8054 京都府京都市上京区西洞院通
り下長者町下ル丁子風呂町 近畿農政局整備
部設計課技術審査第１係 西村 竹生 電話
075`451`9161 内線2519

業務説明書は無料で交付する。
^ 参加表明書の提出期間、場所及び方法
{ 受領期間 平成22年12月22日から平成23

年１月13日まで（行政機関の休日は除く。）
の午前９時から午後５時まで。

| 提出場所 上記３の]に同じ。
} 提出方法 業務説明書に示す様式１のみ
を電子入札システムにより送付するものと
し、その他の資料については持参又は郵送
（書留郵便に限る。）すること。ただし、承
諾を得て紙入札方式で参加する場合は、全
ての資料を持参又は郵送（書留郵便に限
る。）すること。詳細については、業務説明
書による。

_ 技術提案書の提出期間、場所及び方法
{ 受領期間 平成23年２月24日から平成23

年３月７日まで（行政機関の休日は除く。）
の午前９時から午後５時まで。

| 提出場所 上記３の]に同じ。
} 提出方法 業務説明書に示す様式１のみ
を電子入札システムにより送付するものと
し、その他の資料については持参又は郵送
（書留郵便に限る。）すること。ただし、承
諾を得て紙入札方式で参加する場合は、全
ての資料を持参又は郵送（書留郵便に限
る。）すること。詳細については、業務説明
書による。

` 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の
提出方法 入札書は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、承諾を得た場合は
紙入札方式により持参又は郵送（書留郵便に
限る。）すること。
{ 入札書の受領期限 平成23年３月７日午
後５時

| 開札の日時及び場所 平成23年３月23日
午後１時30分 近畿農政局入札室

４ 総合評価に関する事項
\ 入札参加者に要求される資格要件
{ 技術資料の内容に応じ、業務への取組方
針、予定管理技術者の技術力の評価項目毎
に評価を行い、技術点を与える。なお、技
術点の最高点は40点とする。

| 価格点の評価方法は以下のとおりとす
る。
価格点＝価格点の配分×（１`入札価格／
予定価格）
なお、価格点の配分点は40点とする。

} 総合評価は、入札者の申し込みに係る上
記{及び|により得られた技術点と当該入
札者の入札価格から求められる価格点の合
計による評価値をもって行う。

] 落札者の決定方法 入札参加者は、価格及
び技術提案書をもって入札をし、上記\総合
評価の方法によって得られた数値（以下「評
価値」という。）の最も高い者を落札者とする。

５ その他
\ 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 免除
| 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行京都支店）。ただし、以下の条件を
満たすことにより契約保証金の納付に代え
ることができる。
ア 利付国債の提供（保管有価証券の取扱
店 日本銀行京都支店）
イ 金融機関若しくは保証事業会社（公共
工事の前払金保証事業に関する法律（昭
和27年法律第184号）第２条第４項に規
定する保証事業会社をいう。）の保証（取
扱官庁 近畿農政局）
また、以下の場合には、契約保証金の納
付を免除する。
ア 公共工事履行保証証券による保証を付
した場合
イ 履行保証保険契約の締結を行った場合
ウ 業務完了保証人を付した場合

^ 入札の無効 本公告に示した指名するため
に必要な要件のない者の入札、参加表明書に
虚偽の記載をした者の入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

_ 手続における交渉の有無 無
` 契約書の作成の要否 要
a 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３の]に同じ。

b 上記２の\の}に掲げる資格の認定を受け
ていない者も上記３の^により参加表明書を
提出することができるが、競争に参加するた
めには、開札の時において、当該資格の確認
を受け、かつ指名されていなければならない。

c 電子入札システムによる手続き開始後に、
紙入札方式への途中変更は原則として行わな
いものとするが、入札参加者側にやむを得な
い事情が生じた場合には承諾を得て紙入札方
式に変更するものとする。œ
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